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１．はじめに 

 
投動作における「オーバーハンド・スロー」

とバドミントンにおける打動作である「ハイク

リア」は，非常に類縁した運動構造を有してい

る．操作する対象物（ボールとラケット）は異

なるものの，双方の動作ともに体重移動や体幹

の回転を原動力として腕やラケットをスイング

することが課題となり，そこでは極めて類似し

た運動経過を確認することができる． 
これまで，それぞれの動作を対象として，初

心者をターゲットとした指導プログラムの開発

が試みられてきた（赤羽根ほか，2008：尾縣ほ

か，2001，滝沢ほか，2018；藤田・竹内，2020；
鈴木・藤田，2017；濱崎ほか，2018）．また，

「オーバーハンド・スロー」においては，その

技術的課題を抽出・検討した研究（加藤ほか，

2019；小林，2021；；薄井ほか，2022）を確認

することができる． 
 

 
1） 信州大学教育学部 
2） 千曲市立埴生中学校 
3） 塩尻市立塩尻東小学校 
4） 栄村立栄中学校 

類縁関係にある 2 つの動作それぞれにおいて

動作習得に向けた運動課題を提供すれば，双方

の動作間における「学習の転移」が起こり得る

と考えられ，相互に学習成果が期待できる．し

かしながら，具体的な指導実践を伴い，それぞ

れの動作習得が相互に及ぼす学習成果について

検討した研究はみられない．そこで本研究では，

「オーバーハンド・スロー」および「ハイクリ

ア」の習熟を目指した学習が相互の動作に及ぼ

す影響について検討することを目的とした． 
 

２．研究方法 

 
2.1 対象者 

 

S 大学に所属する女子学生 6 名を対象とした．

対象とした学生たちには，ソフトボールやバド

ミントンなどの投動作や打動作が含まれるスポ

ーツを専門的に経験してきた者は含まれておら

ず，すべて初心者である． 
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2.2 比較群の設定 

 
6 名の対象者を投動作（オーバーハンド・ス

ロー）練習群（3 名）と打動作（ハイクリア）練

習群（3 名）に任意に区分し，双方の動作に共

通する技能およびそれぞれの動作における特有

の技能の向上を意図した指導プログラムを位置

づけ，それらを経験させた． 
 

2.3 指導プログラムの概要 

 
投動作練習群および打動作練習群を対象とし

て実施した指導プログラムの概要を，それぞれ

表 1 と表 2 に示したとおりである．1 回あたり

の指導時間は 15 分間程度に設定し，計 5 回に

分けて実施した．なお，全 5 回実施した指導プ

ログラムの前後に「オーバーハンド・スロー」

および「ハイクリア」の技能テストを両群にお

いて実施した． 
 

表１ 投動作練習群の指導プログラム 

 
表２ 打動作練習群の指導プログラム 

2.4 指導プログラムの概要 

 
以下の①から⑥の連続写真は，投動作練習群

および打動作練習群を対象とした指導プログラ

ムにおける練習教材の実施方法を示したもので

ある．また，それぞれの練習教材における実施

意図についても加えて記述している．なお，①

②③⑤は左から，④⑥は右から順に写真を構成

している． 
 
①シャトルシュート 
鈴木・藤田（2017）による実践で用いられて

いた運動課題である．バスケットボールのリン

グに向けて，バドミントンのシャトルを投げ入

れる運動である．テイクバックを肘から始動し，

テイクバックが完了した際に胸を張った姿勢を

取らせることを意図している．また，シャトル

を持っている側の足を後ろに引かせ，「オーバー

ハンド・スロー」および「ハイクリア」に共通

する「斜に構える姿勢」も意識させた． 

 
図１ シャトルシュート 

 
②ボンバー・キャッチボール 
ビニール袋に緩衝材を入れた「ボンバー」を

投げ合う運動である．しっぽの部分を持って投

げることによって，肘で先導しながら腕を引き

出す動きの発生を意図している． 
鈴木・藤田（2017）によれば，このような肘

で先導しながら腕を引き出す動きは「オーバー

ハンド・スロー」及び「ハイクリア」の終末局

面にみられるスナップ動作に結びつくものであ

る．なお，この運動は，熊本県・西村正之教諭

が開発したネット型ゲームである「ボンバーゲ

ーム」を参考にしている（西村，2014）． 

主な学習内容 練習教材 

テイクバック シャトルシュート 

肘からの始動 ボンバー・キャッチボール 

体重移動 マットたたき 

スナップ動作 素振リボン 

総合練習 対面キャッチボール 

主な学習内容 練習教材 

テイクバック シャトルシュート 

肘からの始動 ボンバー・キャッチボール 

体重移動 マットたたき 

スナップ動作 ヨーヨースナップ 

リリース クルクルリリース 

総合練習 対面ハイクリア 
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図２ ボンバー・キャッチボール 

 
③マットたたき 
藤田・竹内（2020）による実践で用いられてい

た運動課題である．長さ 1.0m 程度の水道用ホー

スによって，台上に寝かせた状態のロールマッ

トをたたく運動である．ホースのような柔らか

い素材のものをスイングさせることによって，

肘でリードしながら腕を前方に引き出してくる

動きやそれに伴ってスナップを利かせる感覚を

誘発しようとするものである．加えて，前方の対

象物をたたかせることによって，軸足から踏み

込み足への体重移動の発生を意図している． 
 

 

図３ マットたたき 

 
④素振リボン 
鈴木・藤田（2017）による実践で用いられて

いた運動課題である．ラケットの面部分を取り

外し，先端に 2.0m 程度のビニール紐（リボン）

をつけたものを使用する．先端部分につけたリ

ボンが縦方向に波打つように揺らしたり，円を

描くようにスイングしたりすることで，手首の

スナップ動作を誘発することを意図した運動で

ある．なお，この運動課題は打動作練習群のみ

で実施した． 

 

図４ 素振リボン 

 

⑤ヨーヨースナップ 

ゴムを括り付けたテニスボールをヨーヨーの

ように地面方向に投じ，戻ってきたボールを捕

球する運動である． 
投動作におけるスナップ動作とは，背屈した

手首をリリース直前に急激に掌屈することによ

って，ボールを加速させる動作である（加藤ほ

か，2019）．その構造は，腕のスイング動作中に

肩や肘の速度が低下することによって，より末

端部分にある手首や手先が加速することと表現

できるであろう． 
テニスボールを投じた際に，ゴムの弾性力に

よって戻ってくるボールを捕球するために，捕

球面を形成する動き（腕のスイング動作にブレ

ーキをかけ，手の平を地面に向けるような動き）

が，スナップ動作を生み出す運動構造と類似し

ていると考え，このような運動課題を位置づけ

た．なお，この運動課題は投動作練習群のみで

実施した． 
 

 

図５ ヨーヨースナップ 

 

⑥クルクルリリース 

筒状のテープの中に塩ビパイプを通したもの

を使用する．人差し指と中指をテープ上に設け
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た段差部分（図 7）に引っ掛け，ボールをリリ

ースする要領で前方向に力を加えると，テープ

が塩ビパイプの周りを回転する仕組みになって

いる．リリース時に指先をボールに引っ掛ける

感覚の習得を意図したものである．このような

運動感覚は投動作特有のものであるため，この

運動課題は投動作練習群のみで実施した． 

 

 

図６ クルクルリリース 

 

 

図７ 指先を引っ掛ける段差部分 

 

 

2.5 分析項目および分析方法 

 
①投球速度および打球速度 
指導プログラムの前後に実施した技能テスト

では，「投球・打球速度の算出および投・打動作

の評価を行う」ことを被験者に教示し，試技を

行わせた．被験者の正面（投球・打球方向に対

して垂直方向）5m の位置にビデオカメラを設

置し，毎秒 60 コマで固定撮影した．  
試技映像の中に 1m の基準物を撮影したもの

を Dart Fish Software（ダートフィッシュ・ジ

ャパン社製）に取り込んだ．その後，投動作で

はボールがリリースされた直後，打動作ではラ

ケットがシャトルと接触した直後の 1/60 コマ

分でボールまたはシャトルが進んだ距離を画面

上で算出し，時速に換算することで速度を算出

した． 
 

②投動作及び打動作の観察評価 
双方の動作について，「①テイクバック」「②

体の向き」「③スイングの始動」「④体重移動」

「⑤スナップ」と，投動作のみ「⑥リリース」

を動作評価観点として位置づけ，「○…できてい

る」または「×…できていない」として観察評

価を行った．表 3 は，各動作評価観点における

望ましい動き（「○…できている」と評価される

動き）を示したものである．なお，観察評価は，

筆者ら 4 名による合議によって実施した． 
 

表３ 動作評価観点と望ましい動き 

 

動作評価観点 望ましい動き 

① テイクバック 肘からテイクバックを始動し，胸を十分に張った姿勢がとれている． 

② 体の向き テイクバックが完了した際に，投球・打球方向に対して斜に構えられている． 

③ スイングの始動 肘のリードによって腕をしならせるように始動できている． 

④ 体重移動 軸足に乗せた体重を反対の足へスムーズに移動できている． 

⑤ スナップ 手首のスナップを十分に使うことができている． 

⑥ リリース 指先にボールが引っ掛かり，力を十分にボールに伝えることができている． 
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３．結果と考察 

 

3.1 投球速度および打球速度の変化 

 
表 4 および表 5 は，それぞれ投動作練習群と

打動作練習群の指導プログラム前後における投

球速度と打球速度を示したものである． 
投動作練習群では，投球速度が 46.8km/h か

ら 61.2km/h に増加し，打球速度が 82.8km/h か

ら 96.5km/h に増加した．一方，打動作練習群

では，投球速度が 51.8km/h から 59.0km/h に

増加し，打球速度が 77.8km/h から 90.0km/h に

増加した． 
投動作練習群と打動作練習群の両群において，

投球速度および打球速度の増加が確認できたこ

とから，「オーバーハンド・スロー」および「ハ

イクリア」の学習は，相互の動作に対して影響

を与え合っていることを指摘することができる

だろう． 
また，指導プログラム前後における両群の投

球速度と打球速度の変化に着目してみると，打

動作練習群における投球速度の増加に比べて，

投動作練習群における投球速度の増加が顕著で

あった（投動作練習群：+14.4km/h，打動作練

習群：+7.2km/h）．加えて，投動作練習群にお

ける打球速度の増加は，打動作練習群における

打球速度の増加と同等以上の数値を示していた

（投動作練習群：+13.7km/h，動作練習群：

+12.2km/h）． 
これらのことから，双方の動作間における学

習の転移という視点において比較した場合，「オ

ーバーハンド・スロー」における一連の指導プ

ログラムが「ハイクリア」にもたらした影響の

方が優位であったと推察することができる． 
 

表４ 投動作練習群における投球・打球速度(Mean±SD km/h) 

 投動作練習群 

 指導前 指導後 速度変化 

投球速度 

（オーバーハンド・スロー） 
46.8±6.2 61.2±10.7 14.4±4.5 

打球速度 

（ハイクリア） 
82.8±10.7 96.5±19.4 13.7±9.0 

 

表５ 打動作練習群における投球・打球速度(Mean±SD km/h) 

 打動作練習群 

 指導前 指導後 速度変化 

投球速度 

（オーバーハンド・スロー） 
51.8±4.3 59.0±5.0 7.2±6.6 

打球速度 

（ハイクリア） 
77.8±13.1 90.0±16.5 12.2±6.9 
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3.2 投動作及び打動作の観察評価の変容 

 
表 6 および表 7 は，それぞれ投動作練習群と

打動作練習群の指導プログラム前後における技

能テストを対象として，観察評価を行った結果

を示したものである．「○」の評価となった人数

を動作評価観点ごとに示している． 

投動作練習群と打動作練習群の両群において，

ほぼ全ての項目において「○」と評価された人

数の増加を確認することができる．したがって，

このことからも，「オーバーハンド・スロー」お

よび「ハイクリア」の学習は，相互の動作に対

して影響を与え合っていることを指摘すること

ができるだろう． 
 

表６ 投動作練習群における観察評価の結果 

動作評価観点 

投動作練習群 

オーバーハンド・スロー ハイクリア 

指導前 指導後 指導前 指導後 

①テイクバック 1 3 0 2 

②体の向き 1 3 0 1 

③スイングの始動 1 3 1 3 

④体重移動 0 1 0 0 

⑤スナップ 0 2 0 3 

⑥リリース 0 3 － － 

 

表７ 打動作練習群における観察評価の結果 

動作評価観点 

打動作練習群 

オーバーハンド・スロー ハイクリア 

指導前 指導後 指導前 指導後 

①テイクバック 2 3 0 2 

②体の向き 1 3 1 2 

③スイングの始動 2 2 2 3 

④体重移動 2 3 1 2 

⑤スナップ 3 3 1 2 

⑥リリース 1 1 － － 
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ここで着目したいのは，投動作のみにおいて

動作評価観点として設定した「⑥リリース」の

項目である．投動作の「⑥リリース」の項目に

おいては，投動作練習群で 3 名すべてが指導後

に「○」の評価になった（指導前：0 名→指導

後：3 名）．一方で，打動作練習群では「〇」の

人数に変化がみられなかった（指導前後ともに

1 名）． 
図 8 は，「⑥リリース」の項目において指導後

に「○」の評価になった被験者 A（投動作練習

群）の投動作の様子を連続写真で示したもので

ある．一方の図 9 は，「⑥リリース」の項目にお

いて指導前後ともに「○」の評価を得ることが

できなかった被験者 B（打動作練習群）の投動

作の様子である．「○」の評価になった被験者 A
に比べると，「○」の評価を得ることができなか

った被験者 B は，リリース時における指先の引

っ掛かりが不十分であり，ボールが上方向に抜

けてしまう様子を確認することができる．なお，

今回実施した技能テストにおいて，投射角度に

ついては被験者に教示していないが，両者が「オ

ーバーハンド・スロー」で投じたボールの投射

角度を算出したところ，被験者 A は 30.0 度，

被験者 B は 39.1 度であった． 

先に示した表 5 において，投動作練習群にお

ける投球速度の増加が打動作練習群に比べて顕

著であった．このことには，リリース時におけ

る指先の引っ掛かりによってボールへと力を伝

達する感覚習得の有無が影響していたと考えら

れる．したがって，このリリースの感覚は，よ

り高い投球速度を得るための要素であることに

加え，「ハイクリア」の学習に付随して獲得され

るものではなく，その習得に向けた運動課題を

意図的に経験させることによって直接的に獲得

されるものであることが指摘できそうである．

先に，「オーバーハンド・スロー」における一連

の指導プログラムが「ハイクリア」にもたらし

た影響の優位性を指摘した背景には，このこと

が関係していたと考えられるであろう． 
なお，これらの観察評価結果の中で，習得の

度合いが芳しくなかったのは，投動作練習群に

おける「④体重移動」の項目であった．「オーバ

ーハンド・スロー」と「ハイクリア」の双方に

おいて，踏み出した脚が突っ張ってしまい，ス

ムーズな体重移動が阻害されている様子が確認

できた．この点については，今後の指導実践に

おける課題であると言える． 

 

 
図８ 被験者Ａ（投動作練習群）の「オーバーハンド・スロー」の様子 

 

 
図７ 被験者Ｂ（打動作練習群）の「オーバーハンド・スロー」の様子 
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４．まとめ 

 
本研究では，類縁した運動構造を有している

投動作の「オーバーハンド・スロー」とバドミ

ントンにおける打動作である「ハイクリア」を

対象として，それぞれの習熟を目指した学習が

相互の動作に及ぼす影響について検討するこ

とを目的とした． 
本研究で得られた結果は，以下のように整理

することができる． 
1）投動作練習群と打動作練習群の指導プログ

ラム前後における投球速度と打球速度につ

いて検討したところ，両群において投球速度

および打球速度の増加が確認できた．このこ

とから，「オーバーハンド・スロー」および

「ハイクリア」の学習は，相互の動作に対し

て影響を与え合っていることを指摘するこ

とができる． 
2）指導プログラム前後における両群の投球・打

球速度の変化に着目してみると，打動作練習

群における投球速度の増加に比べて，投動作

練習群における投球速度の増加が顕著であ

った．加えて，投動作練習群における打球速

度の増加は，打動作練習群における打球速度

の増加と同等以上の数値を示していた．これ

らのことから，双方の動作間における学習の

転移という視点において比較した場合，「オ

ーバーハンド・スロー」における一連の指導

プログラムが「ハイクリア」にもたらした影

響の方が優位であったと推察することがで

きる． 
3）指導プログラム前後における観察評価の結

果，投動作練習群と打動作練習群の両群にお

いて，ほぼ全ての動作評価観点で「○」と評

価された人数の増加を確認することができ

た．したがって，このことからも，「オーバ

ーハンド・スロー」および「ハイクリア」の

学習は，相互の動作に対して影響を与え合っ

ていることを指摘することができる． 
4）投動作のみの動作評価観点として設定した

「⑥リリース」の項目では，投動作練習群で

3 名すべてが指導後に「○」の評価になった

一方，打動作練習群では「○」の人数に変化

がみられなかった．2）に示したように，投

動作練習群における投球速度の増加が打動

作練習群に比べて顕著であったが，このこと

には，リリース時における指先の引っ掛かり

によってボールへと力を伝達する感覚習得

の有無が影響していたと考えられる．したが

って，このリリースの感覚は，より高い投球

速度を得るための要素であることに加え，

「ハイクリア」の学習に付随して獲得される

ものではなく，その習得に向けた運動課題を

意図的に経験させることによって直接的に

獲得されるものであることが指摘できそう

である． 
最後に，本研究に残された課題として，以下

の 2 点を挙げる． 
1 点目として，本研究では「オーバーハンド・

スロー」と「ハイクリア」の指導プログラムに

おいて，共通する運動課題が複数位置づけられ

ていた．しかし，双方の習熟を目指した学習が

相互の動作に及ぼす影響をより明確にするので

あれば，それぞれの指導プログラムは共通する

運動課題が存在しない独立したものである必要

があるといえる．また，このような研究デザイ

ンによって，「オーバーハンド・スロー」と「ハ

イクリア」の学習の順序性が明らかになるなど

の新たな知見が創出されることも期待できる． 
2 点目として，本研究における指導実践は，

2020 年の冬に実施したものであった．新型コロ

ナウィルス感染症対策のため，対象者数を十分

に確保できなかったという経緯がある．「オーバ

ーハンド・スロー」と「ハイクリア」の双方の

指導プログラムにおいて良好な成果が得られて

おり，またそれぞれの動作習得が相互に及ぼし

合う影響についても確認することができたが，

対象者数を増やした中でも同様の傾向が再現さ

れるか，今後改めて研究を行う必要があるとい

える． 
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長野体育学会第 58回大会シンポジウムを振り返って 

 

コーディネーター 中島弘毅（松本大学） 

 

はじめに 

2023 年 3 月 4 日（土）に「学校部活動の地

域移行を考える」をテーマとして長野体育学会

第 58 回大会シンポジウムが開催された。シン

ポジストに木曽町教育委員会の安藤均氏、松本

市スポーツ協会の麻原恒太郎氏、NPO 法人長野

スポーツコミュニティクラブ東北の柳見沢宏

氏の 3 名の先生方をお招きし、指定コメンテイ

ターとして、長野県教育委員会スポーツ課教育

主幹兼学校体育係長の酒井修一氏、長野工業高

等専門学校事務部長の亀井耕治氏のお二人の

先生にご登壇を頂いた。司会は、信州大学の橋

本政晴氏と速水達也氏によって進められた。 

 シンポジウムの目的は、「学校の部活動をど

のように地域移行するか」という現在直面して

いる喫緊の課題に着目し、その取り組み事例を

共有することによって、子ども達のより良いス

ポーツ環境を維持、構築すること、およびその

「視点」を提供することによって、現場におけ

る課題と問題点を共有し、並びに子どもを中心

に据えた今後のあり方について考えることに

よって、それぞれの地域及び環境に応じた解決

策のヒントを探ることであった。  

部活動の地域移行への背景および経緯 

文部科学省は、部活動指導に係る時間及び心

理的負担の軽減と部活動の質的向上を目指し

て、平成 29 年学校教育法施行規則の一部を改

正し、部活動指導員の制度化を行った。さらに、

少子化による運動部活動の存続の危機を背景

として、平成 30 年 3 月に「運動部活動の在り

方に関する総合的なガイドライン」にて「学校

と地域が協働・融合した形での地域におけるス

ポーツ環境整備を進める」などの方針を示した。 

平成 31 年 1 月には、中教審答申の「学校に

おける働き方改革に関する総合的方策につい

て」では、「将来的には、部活動を学校単位か

ら地域単位の取り組みにし、学校以外が担うこ

とも積極的に進めるべきである」とした。 

令和元年 11 月には、衆議院で「公立の教育

職員の給与等に関する特別措置法の一部を改

正する法律案に対する付帯決議」で、「政府は、

教育職員の負担軽減を実現する観点から、部活

動を学校単位から地域単位への取り組みとし、

学校以外の主体が担うことについて検討を行

い、早期に実現すること」とした。 

令和 2 年 9 月には、「学校の働き方改革を踏

まえた部活動改革について」で、「令和 5 年度

以降は休日の部活動の段階的な地域移行を図

るとともに、休日の部活動の指導を望まない教

師が休日の部活動に従事しないこととする」な

どとしてきた。 

令和 4 年 12 月に出された「運動部活動及び

新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総

合的なガイドライン」では、「令和 5 年から令

和 7 年までを改革推進期間」と位置付けた。 

シンポジウムの構成とねらい 

これまで運動部活動の地域移行に関して、広

く検討が行われてきているが、本県においても

新たな取り組みが展開されつつあるとともに、

 
シンポジウムの様子 
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既に長年にわたって取り組まれている事例も

ある。そこで、本シンポジウムでは、これらの

事例を紹介してもらうことにより、情報を共有

し、子ども達にとってのより良いスポーツ環境

の構築を目指す、今後に資する第一歩としたい

と考えている。  

まずは、木曽町教育委員会の安藤均氏に「地

域が子どもを育てる～木曽町の取り組みから

～」と題して木曽町の事例についてご紹介して

頂いた。子どもを中心に考えた「みんなで子ど

もを育てる」「地域で子どもを育てる」という

地域の宝としての子どもを地域全体で育てる

ための環境づくりの在り方について考える示

唆を頂きたいと考えた。 

二人目のシンポジストである松本市スポー

ツ協会の麻原恒太郎氏には、「中学校運動部活

動の地域移行における学校および地域関係者

の課題に関する認識」と題して氏の研究成果を

ご紹介いただいた。麻原氏は①学校関係者、②

保護者、③スポーツ団体関係者、④地域団体関

係者等にインタビュー調査を実施し、子どもを

主語とした運動部活動の円滑な地域移行のた

めの条件を探った調査研究を行っている。その

調査結果についてご報告頂き、現場における認

識と課題について共有したいと考えた。 

三人目のシンポジストである NPO 法人長野

スポーツコミュニティクラブ東北会長の柳見

沢宏氏には、「総合型地域スポーツクラブとし

て、『部活動の地域移行』と『包括連携協定』

を考える」と題して、総合型地域スポー ツク

ラブとして長年の実績を持つスポコミ東北の

事例について報告して頂いた。特に同クラブは、

高等教育機関との包括連携協定を結んだ「北部

スポーツクラブ連合」に加盟する総合型地域ス

ポーツクラブであり、長野高専バスケ部とも

10 数年にわたる交流実績を持っている。また、

包括連携協定を機に中学 3 年生向けに受験勉

強教室も開催するなどの活動も展開している。

「人」、「想い」、「関係性づくり」等の組織上の

キーポイントについても開陳して頂くと共に、

今後の方向性、展望についても情報提供を頂き

たいと考えた。 

なお、上記シンポジストの他にお二人の指定

コメンテイターをお願いした。お一人は、北部

スポーツ連合と包括連携協定を結んだ高等教

育機関側より長野工業高等専門学校事務部長

の亀井耕治氏をお願いした。お二人目は、長野

県教育委員会スポーツ課教育主幹兼学校体育

係係長の酒井修一氏をお願いした。 

以上、本シンポジウムを通して学校部活動の

地域移行問題に取り組んでいらっしゃる方々

の事例と課題を情報共有し、また議論すること

を通して、それぞれの関係諸団体における今後

の展開に向けて寄与し、地域に応じた活動 へ

のきっかけないしヒントを少しでも提供する

ことができればと考えた。 

なお、今回のシンポジウムは、今後に向けて

のキックオフイベントとしての位置づけでも

あり、最終的なゴールは、全ての子どもたちに

対するスポーツを始めとした諸々の活動環境

及び機会が保障、整備されることであり、また、

それぞれの能力及びニーズに応じた支援が受

けられる環境が併せて整備されることである。 

それは、学校現場を中心に行われてきた日本

のスポーツ活動のこれまでの現状を振り返る

と共に、それにより発生している様々なひずみ

を解消することにもつながるであろうし、日本

の「教育」の 在り方、「スポーツ」などの在り

方を考えることにもつながるものと考える。カ
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ントは、「我々は何を知りうるか」「我々は何を

なしうるか」「我々は何を欲しうるか」と問う

ている。今、我々一人ひとりが改めてこの問い

に向かい合うことが求められているように思

われる。 

シンポジストの発表要旨 

以下、それぞれのシンポジストによる発表の

要点に触れ、まとめとしたい。最初の発表を頂

いた安藤均氏には、木曽町で進めている「木曽

町 まち・ひと・しごと創生総合戦略 スポーツ

による健康と地域活性化プロジェクト」の資料

を提供していただきながら、木曽町の持つ少子

化という大きな課題の中で、中学生のみならず、

木曽町全ての子どもたちに文化活動も視野に

入れた豊かなスポーツ環境を整える構想とし

て、「木曽町ジュニアスポーツクラブ」創設の

経緯と現状と課題について発表して頂いた。 

キーポイントは、人と方法と思われた。コー

ディネート機関として教育委員会生涯学習課

内に当該スポーツクラブの事務局を設置し、指

導者確保のための費用弁償も制度化した。保護

者の費用軽減策として、子どものスポーツ保険

料の全額町負担、各部への町からの活動補助金

の継続支出を決めた。当該スポーツクラブを創

設するにあたり、氏がすべての団体、クラブを

参観し、懇談され、意見交換をしながら、真摯

に対話を重ねることによって合意形成に尽力

したこと、その結果、子どもはもちろんのこと、

クラブ指導者にとっても、町にとっても現在行

っているスポーツ環境が持続し、普及、発展し

て行くために必要であることの理解を得るこ

とができ、皆の想いを一つにすることができた

こと、それが、木曽町ジュニアスポーツクラブ

創設の大きな力となっていると思われた。また、

費用弁償においても当該課長の理解と協力に

よるところが大きいとのことであり、組織内で

の連携がしっかりとれていたことが見て取れ

た。 

 また、木曽は御嶽海関を輩出している。その

背景には、昭和 53 年開催のやまびこ国体相撲

競技が木曽町（当時木曽福島町）において開催

されたことがある。国体を契機に木曽相撲連盟

が創立される。木曽相撲連盟は、国体のみなら

ず、未来の子どもたちに着目し、相撲大会を創

設、子どもたちに相撲に親しむ機会をつくった。

また、学校の枠を超えた少年相撲クラブを創設

し、今では「木曽町と言えば相撲」という相撲

文化を醸成した。やまびこ国体のレガシィであ

る。令和 10 年度の長野国民スポーツ大会も相

撲競技は、木曽町で開催される。室内土俵 2 面

と宿泊施設等が完備された総合トレーニング

センターが建設予定とのことであり、「木曽町

のスポーツの拠点とし、地域住民の集う場とし

て、木曽町の人づくり、地域づくりの核」とす

るとのことである。国体という大きなイベント

の後、施設取り壊しの危機を乗り越え、地域文

化として醸成し、残してきた人々の奮闘の跡が

見える。 

この様に木曽町の「クラブ」創設は、やまび

こ国体のレガシィを精神的支柱とし、行政体と

人いう核が存在し、地域の問題を先読みし、「ス

ポーツを親しみ、豊かな人間力を育てる」とい

う目的、ならびに「地域が子どもを育てる」と

いう理念のもと、早々に、そして地道に取り組

んできた成果であることも理解できた。 

 二人目のシンポジストである麻原恒太郎氏

の発表のキーワードは、「子どもを主語」とす

るであった。まず、「子どもの権利とスポーツ

の原則（ユニセフ）」などの国際規範とスポー

ツ基本法などの国内規範に則り、子どもにとっ

ての最善の利益を考えた「子どもを主語」とし

た中学校運動部活動の地域移行が重要である

とし、A 市の学校関係者、保護者、スポーツ団

体関係者、地域団体関係者等にインタビュー調

査をした。その結果、7 割の対象者から経済格

差によるスポーツ格差が生じてはいけないと

の回答があったこと、指導者の質、量などの指

導者に関する課題が最も関心が高かったこと、
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運営の調整役、リスク管理がポイントであると

ともに、地域住民の生きがいの視点、地域づく

りの視点をもった推進計画の策定、また、地方

の状況に応じた実施の仕方が求められること、

さらには、現場が抱える部活動の価値と学校改

革のジレンマ、関係団体との合意形成の重要性、

財務省と文科省との問題、教育政策についてな

ど、課題を細分化し提示いただいた。 

三人目のシンポジストである柳見沢宏氏の

発表のポイントは、部活動における地域移行の

「考え方」にあったと言えよう。「部活動の特

権化を許してはいけない」とし、現在の部活動

は、エリートによる排他的側面を有し、選手育

成の場となっていることを指摘すると共に、地

域スポーツクラブは「部活動の延長ではない」

という理念的問題を明確にする必要があると

し、クラブの規約を示しながら説明された。ま

た、地域スポーツクラブにおいては、子どもた

ちがそこでプレイし、味わう喜びの重要性を指

摘すると共に、教育的手段となっている部活動

との違いを考え、スポーツとは何かをもう一度

問い直し、継承するものと変化させるものを再

考し、スポーツに対する意識改革がどれだけで

きるかが求められているとした。それは、スポ

ーツの「play」的性格を再確認することであり、

ホイジンガの「ホモ・ルーデンス」の中に示さ

れているようにスポーツは遊びの一つであり、

その本質は「fun」であることに帰らなければ

ならないという主張であるようにも思われた。

また、そこに生徒たちの選択の自由があること、

そして、指導者及び謝金等を含めた広い意味で

のスポーツ環境をどの様に創っていくかが、い

ま問われていることであるとした。さらに、多

様性が求められている社会において、総合型地

域スポーツクラブは、部活動を補完する存在で

あることが求められるとし、その為にも、今は、

スポーツの在り方を変える時であり、やれると

ころからイノベーションを起こし、スポーツの

環境創りを広げて行きたいとした。その一つが、

長野高専との包括連携協定であり、それぞれの

持ち味を生かして、スキルアップとともに学習

支援教室の開催等も行い、長野高専の人材活用

と生徒の育成に貢献する環境づくりをしてい

ることが報告された。この様に柳見沢氏の発表

は、スポーツの本質とは何か、そして、手段か

らの脱却と自由の獲得、束縛からの解放の重要

性を問うものであった。また、クラブの理念を

明示し、「部活動の延長」として地域スポーツ

クラブを利用しようとする教員に対しては、毅

然たる態度でもって、あるべき姿を訴え、対峙

しているとし、長年の経験と実践知からの重要

なる示唆を頂いた。 

指定コメンテイターからのコメント 

 続いて、亀井耕治氏、酒井修一氏よりコメン

トを頂いた。亀井氏からは、「北部連合」との

関わりについて、連携協定校としての立場から

コメントを頂いた。長野高専としては、「北部

連合」より課外活動指導者を雇用し、対価を支

払い、安全面、技術指導、引率などをお願いし

ているとのことであった。この様に人的配置に

ついて協力を頂いているが、時間的な問題が大

きな課題として残っているとのことであった。 

 酒井氏からは、長野県の現状を交えながら、

コメントを頂いた。「部活動を地域に移すので

はない」としながら、少子化により部活の統廃

合が進んでおり、1 年に 20 クラブ余りの部活

が無くなっているとともに中学の合同チーム
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による大会参加数も年々増加していること、ま

た、本事項については、長野県地域スポーツ・

文化芸術活動推進連絡協議会を設けて協議を

進めているとのことであり、県の独自性を持っ

た信州モデルを模索しているとのことであっ

た。 

フロアとのディスカッション 

 フロアからの質問もいくつかなされた。令和

4 年 12 月に出された「運動部活動及び新たな

地域クラブ活動の在り方等に関する総合的な

ガイドライン」において「改革集中期間」から

「改革推進期間」へと位置づけが変わったこと

についての質問に対し、安藤氏は「木曽町は、

木曽町でこれまで通り進めて行く」との回答が

あり、麻原氏からは、文科省は財務省に押し切

られてしまっている、月給の４％を上乗せする

代わりに残業代は支給しないという「給特法」

の問題、教育政策、子どものスポーツ権の問題

等、様々な課題が山積していることを明示し、

これらを解決して行くことの必要性を訴えた。

柳見沢氏は、連携協定の面では、校長により温

度差があるとし、湧き上がる課題に対してどの

様に対応するかが大切だとした。酒井氏からは、

政府の予算カット（地域スポーツクラブ活動体

制整備事業等：概算要求 101 億 9 千万円➡予算

額（案）39 億 5 千万円；2 次補正予算を含む）

の影響であることが述べられた。 

 上位大会との関係についての質問に対して

は、酒井氏より中体連の大会は、スポーツの振

興、普及、交流、成果発表の場として性格を有

するものとなり、競技団体の大会がトップを目

指す大会となるであろうとの方向性が示唆さ

れ、令和 5 年度から原則全競技において地域ス

ポーツクラブが中体連の大会に参加できるよ

うになったことが報告された。また、麻原氏か

らは、子どもたちの志向には、①楽しみたい（居

場所）、②強くなりたい、③地域交流の 3 つの

方向性があるとした。柳見沢氏は、クラブの理

念を明確化し、楽しみを中心とした自由に選択

できる多様性のあるスポーツ環境を整えるこ

とが必要だとし、これまでの「教育的手段とし

て縛られてきたスポーツ」および「評価の基準」

としてのスポーツからの脱却が必要だとし、部

活動の延長ではない地域スポーツクラブの創

造の必要性が述べられた。 

 また、義務教育に在籍している教員より、運

動をしている子どもたちは、小学校だと 1 クラ

ス 15％位であり、中学校だと 60％位である。

子どもたちの運動参画人口を増やすことが大

切であるとの意見が出された。酒井氏から長野

県の中学生の運動部活動加入率は、54.1％（令

和 3 年度）であり、全国の 58.1％に比べて低

いが、文化部への加入率は、全国平均に比べ長

野県の方が男女とも高く、地域スポーツクラブ

への加入率も長野県は全国平均に比べて男女

とも高いとの現状が述べられ、生徒のニーズに

応じた活動体制の整備に向けた取り組みを目

指していることが報告された。 

 最後にコーディネーターの中島より、お忙し

い中、準備を重ね貴重な発表をして下さったシ

ンポジストの安藤氏、麻原氏、柳見沢氏ならび

にコメンテイターとして貴重なご発言を下さ

った亀井氏と酒井氏に感謝を申し上げると共

に、本シンポジウムに参加して下さったフロア

の皆様に御礼を申し上げ、閉会とした。  

 
中島弘毅氏による総括 
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長野体育学会第 59回大会シンポジウム報告 

 

コーディネーター 速水達也（信州大学） 

 

はじめに 

 2024 年 3 月 9 日（土）、長野体育学会第 59 回

大会シンポジウムが開催された。今回のテーマ

は、「部活動地域移行の制度設計の課題と解決

策を探る」であり、2023 年 3 月（令和 4 年度）

に開催された長野体育学会第 58 回大会シンポ

ジウムに引き続き、部活動の地域移行を取り上

げたものであった。令和 4 年度のシンポジウム

では、1)地方自治体の取り組み、2)学校及び地

域関係者の認識と課題、3)高等教育機関の包括

連携による総合型地域スポーツクラブの取り

組み、4)高等教育機関が考える課題、に関して

情報が提供され、関係する各機関の現状と課題、

今後の展望が共有された有意義なシンポジウ

ムとなった。 

 これを受けて今回は、昨年度からの継続かつ

最新の情報提供と情報共有を行う場として開

催された。まず、現状の課題と解決策について

議論を深めるべく、大きく分けて 2 通りの観点

からシンポジストにお話をいただいた。1 つ目

の観点は、地域移行の制度設計、長野県教育委

員会の方針、それらの課題に関する知識を深め

ることであった。2 つ目の観点は、さらに現状

を深掘りして情報を共有し、地域により異なる

取り組みが行われていることや解決すべき課

題に関しての認識を深めることであった。これ

らにより、間近に迫った地域移行の実装につい

て広く見識を深め、今後の動向に関する認識を

強化することを目的として開催された。次に、

参加者を含めたグループディスカッションを

行い、その内容が全体に共有された。 

学校部活動の地域クラブ活動への移行について 

 長野県教育委員会事務局スポーツ課学校体

育係の酒井修一氏からは、県の取り組みについ

て報告があった。スポーツ庁および文化庁の

「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在

り方等に関する総合的なガイドライン」を受け、

長野県地域スポーツ・文化芸術活動推進連絡協

議会をこれまでに 4 回開催し、県としての考え

方の方向性について議論を重ねてきている。ま

た、令和 5 年度中に、中学生の学校部活動や地

域クラブ活動の在り方を示した「長野県中学生

期のスポーツ・文化芸術活動指針」や地域クラ

ブ活動の環境整備の進め方を示した「長野県地

域クラブ活動推進ガイドライン」を策定し、県

としての考え方を提示する予定であることが

報告された。 

各市町村における取り組みの現状として、令

和 3 年度に 2 市町、令和 4 年度に 4 地区 9 市町

村が、モデル地区として国の実践研究事業に取

り組んでおり、令和 5 年度は、10 地区 16 市町

村が国の委託事業を受け、それぞれの課題につ

いて試行しながら、地域への移行を進める実証

事業に取り組んでいることが報告された。これ

に関連する課題としては、指導者、財源、移動

手段の確保等があげられた。最後に、今後の県

の取り組みとして、理解促進、地域のクラブ活
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動で目指す活動と指導者の確保に対する支援

等に関して説明がなされた。 

 

地域移行支援における現状を踏まえた問題提起 

 長野県スポーツ推進審議会会長であり、松本

大学の岩間英明氏からは、地域移行の課題にあ

る背景に関する考察がなされた。 

 運動部活動の歴史的な流れや学習指導要領

の変遷が背景となり、部活動は教員が指導すべ

き教育活動という感覚的な捉え方が、生徒、保

護者、教員の中に定着していったことが地域移

行の実装を困難にしている要因の一つであり、

解決すべき課題でもあると述べられた。また、

地域移行に対するマネジメントの観点から、ヒ

ト、モノ、カネ、情報、時間、知的財産などの

要素を取り上げ、それぞれが有する解決すべき

課題について説明があった。 

最後に、部活動の地域移行の現状として、

種々のメリットや教員の負担軽減に対する社

会的コンセンサスが後押しとなり、部活動の日

数制限、部活動指導員制度の創設、地域クラブ

の中体連大会への参加など、部活動改革の着実

な成果がみられる一方で、地方自治体、教育委

員会、学校関係者からは地域移行に対する戸惑

いの声が上がっている。これは、学校体育、と

りわけ運動部活動中心の発展の仕方をみせた

日本のスポーツ文化が要因として考えられる。

制度などの変革が必要な内容も多く、教育的に

も政治的にも運動部活動、さらに言えば日本の

スポーツの在り方についてパラダイム転換が

必要であるとの考察がなされた。 

個人と社会のウェルビーイングの実現を目指して 

 千曲坂城クラブ事務局長兼総括コーディネ

ーターであり、千曲市教育委員会の山根義夫氏

からは、地域の移行先として既に活動している

千曲坂城クラブの概要と、生徒、保護者、関わ

っている教師の声、今後の課題が紹介された。 

 当該クラブは、地域の子どもたちにスポー

ツ・文化芸術活動を保証するとともに、新たな

環境を構築することを理念としている。令和 5

年度は、地域移行が可能な部から移行を始め、

令和 7 年度までにすべての部で休日の部活動

の一切を地域移行し、令和 8 年度までに休日・

平日のすべてを地域移行することを目標とし

て活動している。指導者登録を独自に行い、謝

金は教員の特殊業務手当に準じて支払い、施設

利用料の減免や使用備品の融通も効かせるよ

うに配慮しているとの説明があった。 

 生徒、保護者、関わっている教師の声として

は、活動できる環境があることや専門的な指導

が受けられること、教師の負担軽減や他校の生

徒や指導者との交流ができるなどの利点が多

く寄せられているとの報告があった。一方で、

移動や送迎が大変であることや、平日の移行に

関する懸念等の意見があることも報告された。 
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 今後の課題としては、指導者の確保やクラブ

の目的をより明確にすること、行政や保護者の

負担解消があると述べられ、部活動地域移行に

対する一層の理解を行い、個人と地域社会との

ウェルビーイングの実現を行っていきたいと

の説明があった。 

部活動地域移行推進実践校からの事例報告 

 飯島町立飯島中学校長の横山英志氏からは、

地域運動部活動推進事業の実践校としての事

例報告がなされた。地域運動部活動推進事業は

スポーツ庁の委託事業であり、全国各地域にお

いて、休日の部活動の段階的な地域移行や合同

部活動等の推進に関する実践研究を実施し、そ

の研究成果を普及することで、地域スポーツ活

動の全国展開を図ることを趣旨としている。そ

の中で飯島中学校は、人材の確保、費用負担、

運営団体の確保などの課題に総合的に取り組

むために、実践研究対象校となった経緯がある。 

 具体的には、飯島プラスワンクラブ（IPOC）

を立ち上げ、既存の社会体育団体の取り組みを

参考にして規約作成と生徒や保護者への説明

会を実施し、地域移行クラブとして活動を行っ

ていったとの説明があった。取り組みの結果、

外部指導者への謝金支払いなどに係る財源確

保、教育委員会や学校との連携、保護者の理解

促進、近隣市町村との連携などが課題として抽

出されたとの報告がなされた。 

『行政と地域、地域と学校を結ぶ』連携の在り方 

 日本体育大学大学院で元松本市スポーツ協

会専務理事兼事務局長の麻原恒太郎氏からは、

麻原氏が実施した地域移行に関する質的調査

による行政と地域、地域と学校を結ぶ観点から

の具体的な連携の在り方の考察が説明された。 

 調査の結果、学校・地域・保護者間の相互連

携に関する課題、地域移行推進計画に関する課

題など 15 の課題が抽出された。その上で、学

校、保護者、スポーツやレクリエーション団体、

行政、地域団体等が地域移行の推進計画や実施

計画策定の段階で連携することが必要であり、

活動に関わるそれぞれの立場で構成される各

種連絡協議会の設置が地域移行推進に有用で

あることが述べられた。 

 さらには、行政と地域、地域と学校とが連携

するためには仕組み作り、意識醸成、本部設置

による体制の確立、財政支援や指導者確保に係

る要望活動、一般市民との連携等が重要である

との説明があった。 

おわりに 

 各シンポジストからの情報提供の後、シンポ

ジストも交えて参加者間でグループディスカ

ッションが行われた。部活動の地域移行の現状

や課題に関する情報共有が行われ、設定された

時間では物足りなくなるほどの盛況ぶりであ

った。その後、質疑応答が行われた。その中で、

平日の部活動の位置付けと今後の地域移行に

 

麻原恒太郎氏のご発表の様子 

 

 
横山英志氏のご発表の様子 
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対する可能性について質問あった。シンポジス

トからは、部活動の地域移行と教師の職務内容

との棲み分けをしていくべきであり、学校、地

域それぞれで現状から発展させることのでき

る資源や新たに創出整備しなければならない

環境が異なるため、制度設計や方針策定に留意

し取り組んでいくべきとの示唆がなされた。ま

た、部活動を通じた生徒への教育効果に関する

質問があり、シンポジストからは競技力のみな

らず人間力の向上にも重きを置くべき点を念

頭に置かなければならないとのコメントがあ

った。 

 今回のシンポジウムは、令和 4 年度と同様に

一般公開の形式とし、一般の方の参加もあった。

このことは、部活動の地域移行に対する興味関

心の高さを表しているものと思われ、有意義な

場であったと考える。 

 

 

シンポジウムの様子 

速水
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長野体育学会 2023 年度総会議事録 
 

日 時 2024 年 3 月 9 日（土）13 時 15 分～13 時 50 分 
場 所 松本大学 523 講義室                

    
＜報告・了承事項＞ 
1) 2023 年度事業報告 

①長野体育学会第 59 回大会の開催 
 第 59 回大会は，対面開催とオンライン配信のハイブリッドで開催することが報告された． 
②「長野体育学研究」第 29 号の発行 
「長野体育学研究」第 29 号の発行について，下記のように報告された． 

 ・第 29 号（※2022 年度事業） 
発行日：2024 年 3 月末 

投 稿 案 内：2022 年 12 月（長野体育学研究第 28 号に同封） 
投稿申込締切 ：2022 年 12 月末 
投稿原稿提出締切：2023 年 1 月末 

③その他 
・学会のビジョン，活性化検討のためのワーキンググループの開催状況について報告された． 
・第 59 回大会のシンポジウムにむけて，11/28，12/25，1/18 の 3 日にわたってワーキンググ

ループが開催されたことが報告された． 
・2024 年度以降の編集部の体制について 
 2024 年度は，引き続き同体制で活動するが，2025 年度は，廣野先生に編集主任を引き受け

て頂くことが報告された． 
 

＜協議事項＞ 
1) 2023 年度決算について 

2023 年度決算案が提案された．学会ホームページのサーバー代について確認をする必要があるが，

その他の決算内容については承認された．  
2) 2024 年度事業案について 

①長野体育学会第 60 回大会の開催 
第 60 回大会及び総会の開催地を協議し，2025 年 3 月に信州大学教育学部で開催することが決定

した． 
大会開催案内 ：2024 年 12 月上旬 
大会号抄録締切：2025 年 1 月下旬 
大 会 号 発 送 ：2025 年 2 月下旬 

②｢長野体育学研究｣第 30 号の発行 
「長野体育学研究」第 30 号の発行予定について提案され，承認された． 
・第 30 号 
 発行日：2025 年 1 月 

投 稿 案 内：2024 年 2 月 20 日（メーリングリストにて） 
投稿申込締切 ：2024 年 6 月末 
投稿原稿提出締切：2024 年 8 月末 

③その他の事業 
 2024 年度は，長野体育学会第 60 回大会を迎える節目の年である．学会活動の活性化を目的とし

て，学会員から新たな活動や企画の希望を募ることが報告された． 
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3) 2024 年度予算案について 

2024 年度予算案が提案され，承認された． 
4) 入会金の引き上げについて 

長野体育学会への入会金を 500 円から 1,000 円に引き上げることが提案され，承認された． 
5) 大会号のペーパーレス化について 

学会大会号の編集時間および金銭的な負担のスリム化を目的として，大会号ペーパーレス化が提案

され，承認された． 
6) シンポジストに対する謝金の取り扱いについて 

学会員と非学会員に関係なく，シンポジストには謝金を支払うことが提案され，承認された． 
7) 学会大会における高校生の参加の取り扱いについて 
 本件については，あらためて臨時理事会を開き，検討を続けることとした． 
 
 

以上 

長野体育学会2023年度総会議事録

─ 　─22



長野体育学会研究論文集に関する規定 
 
 

第一条 長野体育学会（以下本会という）は，会則第 14 条第 3項の定めにより，研究論文集｢長

野体育学研究(Nagano Journal of Physical Education and Sports)｣（以下論文集と

いう）を発刊する． 

 

第二条  論文集発行の期日は，当分の間特にこれを定めない． 

 

第三条  論文集の編集は編集委員会によって行う． 

 

第四条  論文集の発刊停止又は廃刊は，本会の総会において決定する． 

 

第五条  附則 本規定は昭和 58 年 12 月 4日より施行する． 

     附則 本規定は平成 6年 12 月 11 日に改正し，同日より施行する． 

     附則 本規定は平成 26 年 1月 25 日に改正し，同日より施行する． 

     附則 本規定は平成 29 年 3月 4日に改正し，同日より施行する． 

     附則 本規定は令和 3年 3月 13 日に改正し，同日より施行する． 

 

 

 

 ｢長野体育学研究｣ 投稿規定  (平成  7年12月 3日 改正) 

  (平成 14年12月14日 改正) 

  (平成 20年 1月26日 改正) 

                               (平成 26年 1月25日 改正) 

                                 (平成 29年 3月 4日 改正) 

                                (令和  3年 3月13日 改正) 

 

１． 投稿は長野体育学会の会員に限る．ただし編集委員会が依頼する場合はこの限りではない． 

 

２． 投稿内容は体育学の研究領域における総論，原著論文，実践研究，ショートペーパー，実践

報告，研究資料などとし，完結したものに限る．これらは，編集委員会が依頼した査読者に

よる審査を経て，編集委員会がその採否および掲載時期を決定する．審査の結果，原稿の部

分的な書き直しを求めることがある． 

 

３． 本誌に掲載された原稿は，原則として返却しない． 

 

４． 原稿は，原則としてワードプロセッサーよるカメラレディ原稿とする（執筆要項は別に定め

る）．ただし，紀要編集委員会が認めた場合はこの限りではない．論文は刷り上がりを極力

偶数ページとする．但し，手書き原稿で提出し，別に定める料金を著者が負担することによ

り，ワープロ入力を編集委員会に依頼することができる． 

 

５． 原稿の作成にあたっては，以下の事項を厳守する．詳細は執筆要項による． 

(1) 原稿は，A4 判無地用紙を用い，横書きで入力する． 

(2) 欧文原稿及び欧文アブストラクトについては，｢別紙｣としてその和訳文を添付する． 

(3) 原稿の体裁は，最初から順に論文題目･必要な場合は副題目･著者名(所属)・欧文題目・必

要な場合は欧文副題目・著者のローマ字名＜名は頭文字のみ大文字，姓はすべて大文字＞

(所属)を表記する．これらに続いて，欧文のアブストラクト(250語以内～なくても可)・本

文・注・文献の順に記述する． 
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(4) 写真を使用する場合は，鮮明なものを傷がつかないように提出する．ネガを添えることが

望ましい．挿入箇所を本文中に明記する． 

(5) 度量衡単位は，原則として SI 単位（m，kg，cm，㎏，㎎など）を使用する． 

(6) 飾り文字・特殊記号などの使用はなるべく避ける．ゴシック太字等は用いない． 

(7) 本文中の欧文及び数値は，1文字の場合は全角，2文字以上続く場合は半角文字で書く． 

(8) 本文中での文献の記載は，著者・出版年方式(author-data method)とする．また，文献リ

ストは，本文の最後に著者名のＡＢＣ順に一括し，定期刊行物の場合には，著者名(発行

年)：論文名，誌名，巻号：引用ページ（p.または pp.）の順とし，単行本の場合は，著者

名(発行年)：書名，発行所，発行地：引用ページ(p.または pp.)の順とする．詳細は執筆要

項参照のこと． 

(9) 注書きは，本文の末尾と文献の間に，注 1)，注 2)のように番号順に記載する． 

(10) 投稿者の要望により，規定を逸脱する場合，編集委員会において了解を得られた場合には，

この限りではない. 

 

６． 提出する原稿は，オリジナル原稿 1部とその論文のみが入力されている電子媒体とする。 

 

７． 総説，原著論文，研究資料の原稿は，原則として 1 編につき図表，抄録を含めて刷り上が

り 8 ページ以内とし，それを超える分は，その実費を著者負担とするほか，特別の経費を

要する場合は，この分についても本人負担とする． 

 

８． 校正は，編集委員会作業分を除き原則として行わない． 

 

９． 別刷り希望者は，著者校正の際表紙に希望部数を朱書する．必要経費は著者負担とする． 

 

10． 送付先は下記とする． 

 

     〒380-8544 長野市西長野 6-ロ 

信州大学教育学部 長野体育学会 事務局 
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長野体育学研究 13:12－15，2003・・・・・ランニングタイトル；編集委員会で作成，校正する 

            

長野体育学研究  論文執筆要項＊
 

－  フォーマット，編集委員会  －  
１行あけ  

長  野  体  育 1)    信  州  体  育 2) 

（平成   年   月   日  受理）･･･＜日付は査読時に連絡する＞  
２行あけ  

Preparation of Papers for Nagano Journal of Physical Education and Sports 
―  Format of Paper，Hensyuu Iinkai―  

１行あけ  
Taiiku NAGANO（Faculty of Education, Shinsyu University）  
Taiiku SINSHYU（Nagano National College of Technology）  

２行あけ  
Abstract 

本文の前に英文要旨を記入する．１段組，文文頭頭はは 55 文文字字分分空空けけるる．．５～10 行．英文要
旨のマージンは，左右各 30mm とする．行間は少し狭くする． 
 

２行あけ  
キーワード：紀要，執筆要項，フォーマット  
１行あけ 

１．はじめに 

章題の前後はそれぞれ 1 行空ける．  
 長野体育学研究は，これまでは信州大学教育学部

大学院生の協力を得て，ワープロ入力や編集・校正

作業などを行ってきた．しかし，それには限界があ

り，今回の改定で投稿者の責任によるカメラレディ

原稿に変更しようとするものである．そこで，各論

文が極力統一されるよう以下に基準を示す． 
 
章題前後１行あけ  ２．主な形式 

 主な形式とフォント等は表１に示した． 
 

３．本文 
 
（１）符号について：終止符はピリオド（．），語句

の切れ目はコンマ（，）を使用する． 

（２）引用符は，和文の場合には「 」，欧文の場合

には“ ”を用いる．コロン（：）：副題，説明，引

用文などを導く場合に用いる． 

（３）本文中の参考文献 

著者・出版年方式(author-data method)：著者が2

名の場合，和文の場合には中黒（・），欧文の場合に

は"and"でつなぐ．著者が3名以上の場合は，ファー

スト・オーサーの姓の後に和文の場合には「ほか」，

欧文の場合には "et al."を用いる．複数の文献が連

続する場合はセミコロン（；）でつなぐ． 

 

４．その他  章題前後１行あけ 

(1) 提出原稿はＡ４版とし，それを約 86%に縮小し 

 

Ｂ５版となる．切り貼りがあっても良いが，縮小を

考慮し文字の大きさ等に注意すること． 

(2) 詳細は，「体育学研究」投稿の手引きに準ずる． 

 

参考文献 
参考文献は論文の最後にまとめて，著者名のＡＢ

Ｃ順に一括し，定期刊行物の場合には、著者名(発行

年)：論文名、誌名、巻号：引用ページ（p.または

pp.）の順とし、単行本の場合は、著者名(発行年)：
書名、発行所、発行地：引用ページ(p.または pp.)
の順とする。参考文献の見出しは章題と同様とする． 
 
最終ページ余白は， 
左右を合わせる． 

 

＊ 2002 年 12 月 14日 日本体育学会長野支部会にて口頭発表          
1)   信州大学教育学部            
2)  長野工業高等専門学校 

項   目 内   容 

仕上がり版型 B５ 

原稿版型 A４提出→86％縮小 

本文 ２段組 中央7.5mm 

1段1行文字数 標準:21字 欧文42字 

段落内本文行数 標準:42行 

マージン上，下，左右 32，25，25mm 

論文タイトル 14p(中央寄せ) 

論文サブタイトル 12p(中央寄せ) 

執筆者，本文日本語 10p 明朝 

数字，欧文 10p 標準:Century 

キーワード 10p ゴシック 

章題 10.5p ゴシック 

節題 10p ゴシック 

図表番号  9p ゴシック 

図表タイトル 説明  9p 明朝 

参考文献  9p 明朝 

明朝 p14 
明朝 p12 

明朝 p10.5 

Century 10.5 

Century 10.5 

･･･ ･･･ 
･･･ ･･･ 
･･･ ･･･ 
･･･ ･･･ 
･･･ ･･･ 
･･･ ･･･ 

脚注は 1段組   明朝 9ｐ 全執筆者の所属を記す 

名は頭文字のみ大文字，姓はすべて大文字．(所属) 

ゴシック 10.5 

表  1  主な形式  
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編　集　後　記

編　集　委　員

橋　本　政　晴　　廣　野　準　一　　結　城　匡　啓

Editorial Committee

M. HASHIMOTO　　　J. HIRONO　　　M. YUKI

令和６年10月１日 印刷

非　売　品

長野体育学研究第29号

編集発行者
発　行　所 長野体育学会

信教印刷株式会社印　刷　者

長野体育学会事務局
信州大学教育学部スポーツ科学教育グループ内

岩　田　　　靖

(Nagano Journal of Physical Education and Sports)

令和６年10月１日 発行

〒380 8544　長野市西長野６－ロ

　今年はパリオリンピック大会ならびにパリパラリンピック大会が開催され，日本選手が前回の東京大
会に匹敵する活躍をみせ，異常な暑さに加えて寝不足の方も多かったのではないでしょうか。国内に目
を向けますと，国民スポーツ大会（旧国民体育大会）の存続について議論され，2028年に開催県となる
予定の長野県の動向にも注目が集まりました。また，本号でも取り上げた「部活動の地域移行」が本格
的に始動され，中学校体育連盟（中体連）は，部活動の実施率が20%に満たない９つの競技種目におい
て中体連主催の全国中学校大会を取りやめることが決められました。これらはいずれもスポーツの普及
や国際競技力の底辺に大きな効果があったととらえられるものであり，別な形でのこれらの機能を担う
新しい姿が模索される必要があります。実施取りやめの９種目の中には，本県で盛んなスキー・スケー
ト・アイスホッケー・ハンドボール・相撲も含まれており，長野県の体育・スポーツ活動を下支えしな
がら，さらに活性化させていくために，本学会のシンポジウムのような企画が役立てばと思うところで
す。会員の皆様におかれましては，是非とも年１回の学会大会へのご参加ならびに学会誌へのご投稿を
お待ち申し上げる次第です。
　結びになりますが，本号の発刊が編集委員会の不手際により大幅に遅れましたことを心よりお詫び申
し上げます。
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